
 

審第２５１７号－１ 
答 申 第 ３ ９ ２ 号 
令和８年８月４日 

 
千葉県知事 熊谷 俊人 様  

 

千葉県個人情報保護審議会 
会 長  石 井  徹 哉  

 
 

審査請求に対する裁決について（答申） 
 
 令和７年１１月６日付け市第○○号―１による下記の諮問について、別紙のと

おり答申します。 

記 
諮問第３６５号 
 令和７年１０月２日付けで審査請求人から提起された、令和７年９月２２日付

け市第○○号－１で行った保有個人情報不開示決定に係る審査請求及び令和７年

９月２２日付け市第○○号―２で行った保有個人情報不開示決定に係る審査請求

に対する裁決について 
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諮問第３６５号 

 

答  申  

 

１ 審議会の結論 

  千葉県知事（以下「実施機関」という。）が令和７年９月２２日付け市第

○○号―１で行った保有個人情報不開示決定（以下「本件決定１」という。）

及び同日付け市第○○号―２で行った保有個人情報不開示決定（以下「本件

決定２」といい、本件決定１と併せて「本件決定」という。）について、千

葉県個人情報保護審議会（以下「審議会」という。）は、次のとおり判断す

る。 

  実施機関の決定は妥当である。 

 

２ 審査請求の経緯 

（１）審査請求人は、未成年者である審査請求人の子の法定代理人として、令

和７年７月２日付けで、実施機関に対し、個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５７号。以下「法」という。）第７６条第２項の規定

により、「千葉県知事保存本人確認情報の提供又は利用の状況（特定にあ

たり必要な情報）出生の年月日：○○（生年月日○○年○○月○○日）」

の開示請求（以下「本件開示請求１」という。）を行い、また、未成年者

である審査請求人の子の法定代理人として、同日付けで「千葉県知事保存

本人確認情報（住所以外）の提供又は利用の状況（特定にあたり必要な情

報）出生の年月日：○○（生年月日○○年○○月○○日）」の開示請求

（以下「本件開示請求２」といい、本件開示請求１と併せて「本件開示請

求」という。）を行った。 

（２）実施機関は、本件開示請求に対し、法第７７条第３項の規定により、令

和７年７月３１日付け審第○○号で開示を請求する保有個人情報の特定の

ための補正の求め（以下「本件補正の求め１」という。）を行った。 

（３）審査請求人は本件補正の求め１に対して、開示請求する保有個人情報は

住民基本台帳ネットワークシステム（以下「住基ネット」という。）上に

保存されている保有個人情報と回答（以下「本件補正回答１」という。）

した。 

（４）実施機関は、本件開示請求に対し、法第７７条第３項の規定により、令

和７年８月２２日付け市第○○号で審査請求人の子である本件開示請求１

及び本件開示請求２に係る保有個人情報の本人（以下「各請求対象者」と

いう。）の現住所等を記載するよう補正の求め（以下「本件補正の求め２」

という。）を行った。 
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（５）審査請求人は本件補正の求め２に対して、令和７年９月５日付け「保有

個人情報開示請求書（令和７年７月２日付）および住所以外の保有個人情

報開示請求書（令和７年７月２日付）の補正連絡」で実施機関が求める各

請求対象者の現住所等は回答せず、転学前住所等を回答（以下「本件補正

回答２」という。）した。 

（６）実施機関は、本件開示請求１に対し、「本件について、個人情報の保護

に関する法律（平成１５年法律第５７号）第７７条第１項第２号に規定す

る『開示請求に係る保有個人情報が記録されている行政文書等の名称その

他の開示請求に係る保有個人情報を特定するに足りる事項』として、保有

個人情報の本人である○○に係る『住所（現住所）』等を確認するため、

令和７年８月２２日付け市第○○号により、保有個人情報開示請求書の補

正を求めたところ、令和７年９月５日付け『保有個人情報開示請求書（令

和７年７月２日付）および住所以外の保有個人情報開示請求書（令和７年

７月２日付）の補正連絡』が当県に到達した。上記において、当県が補正

を求めていた『住所（現住所）』が示されなかったことから、保有個人情

報の特定ができないため。」との理由により、本件決定１を行った。 

   また、本件開示請求２に対しては、「本件について、個人情報の保護に

関する法律（平成１５年法律第５７号）第７７条第１項第２号に規定する

『開示請求に係る保有個人情報が記録されている行政文書等の名称その他

の開示請求に係る保有個人情報を特定するに足りる事項』として、保有個

人情報の本人である○○に係る『住所（現住所）』等を確認するため、令

和７年８月２２日付け市第○○号により、保有個人情報開示請求書の補正

を求めたところ、令和７年９月５日付け『保有個人情報開示請求書（令和

７年７月２日付）および住所以外の保有個人情報開示請求書（令和７年７

月２日付）の補正連絡』が当県に到達した。上記において、当県が補正を

求めていた『住所（現住所）』が示されなかったことから、保有個人情報

の特定ができないため。なお、本件は、上記のとおり保有個人情報の特定

ができないため開示をしないこととしたことから、『住所以外の保有個人

情報開示請求書』として『住所以外』の開示を請求していたとしても、全

部を不開示とする。」との理由により本件決定２を行った。 

（７）審査請求人は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第２条の規

定により、実施機関に対し、令和７年１０月２日付けで、本件決定１及び

本件決定２についてそれぞれ審査請求（以下「本件審査請求」という。）

を行った。 

（８）実施機関は、本件審査請求を受けて、行政不服審査法第３９条の規定に

より、令和７年１１月６日付けで、本件決定１についての審査請求に係る

審理手続及び本件決定２についての審査請求に係る審理手続を併合した。 
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（９）実施機関は、本件審査請求を受けて、法第１０５条第３項による読み替

え後の同条第１項の規定により、令和７年１１月６日付け市第○○号―１

で審議会に諮問した。 

 

３ 審査請求人の主張要旨 

（１）審査請求人は、審査請求書において、以下のとおり主張している。 

   本件決定は適法ではなく、取消しと開示の義務付けを求める。 

（２）また、審査請求人は、反論書において、おおむね以下のとおり主張して

いる。 

  ア 反論の趣旨 

    弁明書１「弁論の趣旨」について、これを争う。 

  （ア）期限について 

     仮に、県が期限徒過を理由として不利益な取扱いをする趣旨である

としても、当該期限が法令上の不変期間等として明確に位置付けら

れていない限り、提出された補正の内容を実質的に審理せずに排斥

することは相当ではない。権利救済の観点からも、補正の趣旨、内

容及び本人特定の可能性も踏まえ、実質審理を尽くすべきである。 

  （イ）本件審査請求の実質的争点について 

     以上を踏まえると、本件審査請求の実質的争点は、裁決時点までに、  

県が求める補正が法的根拠に照らして適法、相当な内容か（本人特定

の要件と補正要求の範囲）、本人特定が可能であるにもかかわらず不

開示決定とした判断が適法か、代替方法を含めた本人特定の手段があ

る場合に、審査請求人による継続的な補正、協力をどこまで考慮すべ

きか、にある。 

  （ウ）県が求めた補正（本人特定要件）について 

     法が要請するのは、開示請求に係る「本人」を合理的に特定するこ

とであり、常に住所等の記載を求めなければ本人特定ができないとい

うものではない。後述の代替方法を含め、本人特定ができない合理的

理由は存在しない。 

     また、戸籍の附票に係る該当情報の提供が代替的方法として事務取

扱要領上も認められていること、さらに判例においても代替方法の実

施義務が明確に判示されていることを看過している。 

     仮に県が不開示決定の適法性を主張するのであれば、少なくとも、 

ａ 代替方法の実施に向け、合理的な努力を継続的に尽くしたこと、

ｂ その結果として、代替方法が合理的に存在しないこと、 

    を県自らが具体的に主張立証すべきである。 

     そもそも代替方法が法制度上認められている趣旨は、国民の権利利
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益の侵害を回避するためである。個人情報の開示が原則とされてい

ることを踏まえても、不開示決定は慎重になされるべきである。 

  （エ）審査請求人の主張について 

     「転学前住所」は参考情報にとどまるものであり、審査請求人の主

張の中心ではない。 

     審査請求人の主張は、代替方法を通じて、正確な現在の住所等を既

に提示しているという点にある。 

     仮に県が現時点でなお現在の住所等を把握できていないのであれば、

それは審査請求人の不備ではなく、県における代替方法の履行、確

認手続に瑕疵があることを示すものである。 

     また、開示請求に必要な資料の戸籍の附票の請求は、審査請求人に

おいて既に実施している。 

     その結果として、○○において、代替方法による住所等の提示に関

する教示を受けており、これを受けて、千葉県に対し「○○へ照会

されたい」旨を通知している。 

  （オ）代替措置に関する補足情報（照会先）について 

     代替措置に関する○○の照会先は以下のとおりである。 

     ○○ 

  （カ）千葉県知事保存本人確認情報（住所以外）について 

     以上により、直ちに不開示とする理由は存在しない。 

     加えて、請求内容には「住所以外」の本人確認情報も含まれている 

ところ、当該部分について不開示とする理由は存在しない。 

  （キ）改正民法の趣旨について（予備的主張） 

     予備的に、令和８年４月１日施行予定の改正民法の趣旨（子の利益 

の重視）も踏まえると、本件において不開示とする合理的理由はな

い。 

  イ 本件審査請求の社会的意義 

    令和８年４月１日施行予定の改正民法の趣旨は、子の利益を重視する

点にある。改正前の現行制度の下では、子の利益と行政処分が相反、矛

盾する事例が生じ得た。 

    本件審査請求は、改正民法の趣旨を踏まえつつ、子の利益と行政実務

（情報開示、本人特定手続）とを整合させる具体的事例を積み上げ、真

に子の最善の利益を重視する社会の形成に資する社会的意義を有する。 

  ウ 結語 

    以上より、弁明書の主張は採用されるべきではなく、本件決定は取り

消され、請求に係る情報について開示を命ずる旨の裁決が相当である。 
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４ 実施機関の弁明要旨 

  実施機関は、弁明書において、以下のとおり主張している。 

（１）弁明の趣旨 

   本件審査請求は、これを棄却及び却下することが相当である。 

（２）処分の内容及び理由 

  ア 処分の内容 

  （ア）審査請求に係る処分 

     本件審査請求に係る処分は、本件決定である。 

  （イ）保有個人情報の特定及びそれが記録された行政文書の内容について 

    ａ 保有個人情報の特定について 

      本件開示請求を受け、審査請求人に補正を求めたが、審査請求人

から示された補正内容が十分ではなかったことから、本件開示請求

に係る保有個人情報を特定することはできなかった。 

    ｂ 行政文書の内容 

      本件開示請求は、住基ネットに係る都道府県知事保存本人確認情

報の提供又は利用の状況（以下「本人確認情報提供状況」という。）

の開示請求である。 

      住基ネットとは、住民の利便性の向上と国及び地方公共団体等の

行政の合理化に資するため、居住関係を公証する住民基本台帳をネ

ットワーク化し、全国共通の本人確認ができるシステムとして構築

されたものである。この住基ネットで保有している情報は、氏名、

氏名の振り仮名、住所、生年月日、性別に加え、個人番号、住民票

コード及びこれらの変更情報である「本人確認情報」となっている。  

      住基ネットに係る本人確認情報提供状況の開示請求とは、住民が、

住基ネットに保存されている自己に係る本人確認情報について、国

及び地方公共団体等の行政機関に「いつ」、「どこへ」、「何の事務に」

提供されたかを確認するものであり、法に基づく保有個人情報の開

示請求として制度上は整理されている。 

  イ 処分の理由 

  （ア）保有個人情報の特定について 

     本件開示請求を受け、本件補正の求め１により、どのような事務に

係る保有個人情報が対象となるか特定するため、審査請求人に対し補

正を求めたところ、本件開示請求の対象が住基ネット上に保存されて

いる保有個人情報であることを特定した。 

     その後、本件補正の求め２により、保有個人情報を特定するに足り

る事項に不足があるとして、本件開示請求１に係る本人（以下「対象

者①」という。）及び本件開示請求２に係る本人（以下「対象者②」
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という。）に係る「住所（現住所）」等を確認するため、審査請求人に

対し補正を求めたところ、対象者①及び②に係る「住所（現住所）」

が示されなかったことから、本件開示請求に係る保有個人情報を特定

することはできなかった。 

  （イ）不開示部分及びその理由について 

     決定通知書に記載したとおり、法第７７条第１項第２号に規定する

「開示請求に係る保有個人情報が記録されている行政文書等の名称そ

の他の開示請求に係る保有個人情報を特定するに足りる事項」として、

保有個人情報の本人である対象者①及び②に係る「住所（現住所）」

等を確認するため、本件補正の求め２により、保有個人情報開示請求

書（以下「開示請求書」という。）の補正を求めたところ、令和７年

９月５日付け「保有個人情報開示請求書（令和７年７月２日付）およ

び住所以外の保有個人情報開示請求書（令和７年７月２日付）の補正

連絡」が到達したが、補正を求めていた「住所（現住所）」が示され

なかったことから、保有個人情報の特定ができないため、本件開示請

求については全部を開示しないことに決定した。 

     なお、本件は、上記のとおり保有個人情報の特定ができないため開

示をしないこととしたことから、対象者②に係る「住所以外の保有個

人情報開示請求書」として「住所以外」の開示を請求していたとして

も、全部を不開示とした。 

     これをより詳しく説明すると、以下のとおりとなる。 

     まず、開示請求書の形式的要件である記載事項は法第７７条第１項

に規定されている。この記載事項として、同項第２号に「開示請求に

係る保有個人情報が記録されている行政文書等の名称その他の開示請

求に係る保有個人情報を特定するに足りる事項」が定められているこ

とから、開示請求書には「開示請求に係る保有個人情報を特定するに

足りる事項」を記載する必要がある。この「開示請求に係る保有個人

情報を特定するに足りる事項」について、法第７７条第１項第１号に

「開示請求をする者の氏名及び住所又は居所」が開示請求書の記載事

項として定められていることから、行政機関等が開示請求に際して特

定個人の本人確認を行うためには、少なくとも「氏名及び住所又は居

所」の把握が必要であると法が要請しているものと考えられる。 

     そのため、法定代理人が本人に代わって開示請求を行う場合でも、

「本人の氏名及び住所又は居所」は行政機関等が本人確認を行うため

に必要な記載事項であり、法第７７条第１項第２号に規定する「開示

請求に係る保有個人情報を特定するに足りる事項」として、本人の保

有個人情報を特定するために開示請求書に記載することが必要な形式
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的要件である。補足として、法を所管する個人情報保護委員会の事務

局が作成している「個人情報の保護に関する法律についての事務対応

ガイド（行政機関等向け）（令和４年２月（令和７年１０月一部改

正））」においても、「開示請求は、未成年者や成年被後見人の法定代

理人又は任意代理人が本人に代わって行うこともできる。この場合に

おいては、開示請求者のみならず、本人の氏名及び住所又は居所につ

いても記載する。」と示されている。 

     また、「本人の氏名及び住所又は居所」は、本人自身を特定するた

めに必要な情報であることから、本人に係る過去の情報等ではなく、

現在の情報であることが求められるものと考えられる。このことにつ

いて、例えば開示請求をする者が本人に係る現住所ではなく前住所を

示した場合、行政機関等が前住所という情報に基づき本人の探索をす

る必要がある。しかし、法第７６条に規定する開示請求権は、あくま

で行政機関等の保有する自己を本人とする保有個人情報の開示を請求

することができる権利と定められており、行政機関等に対し本人につ

いて探索を求めることができる権利ではないと解される。 

     一方、本件開示請求について、当初に受付をした開示請求書には、

対象者①及び②に係る「本人の氏名、生年月日」は記載されているが、

「本人の住所又は居所」は記載されていない。また、添付資料として、

審査請求人に係る免許証の写し及び住民票の写し並びに審査請求人を

戸籍の筆頭者とし対象者①及び②が審査請求人の「子」として記録さ

れている戸籍謄本の写しの３点が提出されたが、審査請求人が対象者

①及び②の法定代理人（親）であることは確認できたものの、対象者

①及び②に係る「本人の住所又は居所」は確認できなかった。 

     このため、本件補正の求め２として、対象者①及び②の「自己に係

る本人確認情報の利用に関する同意書」（以下「同意書」という。）に

より、「住所（現住所）」等の記載を審査請求人に求めた。同意書は、

本人確認情報提供状況の開示事務に際して必要となる「自己に係る本

人確認情報」等の確認を目的としており、添付書類をもってもなお形

式的要件である「本人の住所又は居所」が確認できない状況を踏まえ、

改めて「住所（現住所）」として記載を求めたものである。 

     これに対し、審査請求人から、任意様式による本件補正回答２があ

ったが、対象者①及び②に係る「住所（現住所）」ではなく、「転学前

住所」が記載されていた。このことにより、審査請求人は対象者①及

び②に係る「住所（現住所）」を示すことができないものと判断し、

対象者①及び②に係る保有個人情報が特定できないため、開示請求書

の形式的要件に不備があるものとして全部を開示しないことに決定し
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たものである。 

（３）弁明の内容について 

   審査請求人は本件決定が適法ではないと主張しているが、上述のとおり

法に基づき適切に本件決定をしているため、本件決定の取消しを求める請

求は理由がなく棄却されるべきであり、また、本件決定は取り消されるべ

きものではないことから、これらを開示することの義務付けを求める訴え

は不適法（行政事件訴訟法第３７条の３第１項第２号）であり却下される

べきである。 

 
５ 審議会の判断 

（１）本件審査請求の趣旨について 

  ア 実施機関は、本件開示請求に対し、本件決定を行ったと認められる。 

  イ 審査請求人は、前記３のとおり、本件決定の取消しと本件開示請求に

係る保有個人情報の開示を求めているため、以下、検討する。 

（２）本件決定の妥当性について 

  ア 実施機関は、本件開示請求は、開示請求に係る保有個人情報が記録さ

れている行政文書等の名称その他の開示請求に係る保有個人情報を特定

するに足りる事項が記載されておらず、保有個人情報が特定できないた

め、開示請求書の形式的要件に不備があるものとして本件決定を行った

旨主張している。 

  イ 法第７７条第１項第２号では、開示請求書に記載しなければならない

事項として「開示請求に係る保有個人情報が記録されている行政文書等

の名称その他の開示請求に係る保有個人を特定するに足りる事項」と規

定している。 

    この点、開示請求書に記載を求められる「保有個人情報を特定するに

足りる事項」とは、行政機関等の職員が、当該記載から開示請求者が求

める保有個人情報を他の保有個人情報と識別できる程度の記載を要する

ものと解される。 

  ウ これを本件についてみると、審査請求人は本件開示請求及び本件補正

回答１より、実施機関が保有する住基ネットに係る各請求対象者の本人

確認情報提供状況について開示請求していることが認められる。 

    実施機関に確認したところ、住基ネット上から本人確認情報提供状況

を抽出するためには対象となる本人の住民票コードが必要であり、住民

票コードが分からない場合は氏名、現住所、生年月日及び性別（以下

「４情報」という。）により住民票コードを確認するものであることが

認められた。 

    そうすると、実施機関が各請求対象者の本人確認情報提供状況を他の
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保有個人情報と識別し特定するためには、住民票コード又は４情報が必

要であると言えるところ、本件開示請求の際、審査請求人から提出され

た書類では、４情報のうち、各請求対象者の氏名、生年月日及び性別は

確認できたものの、現住所は確認できなかったことが認められる。 

    この点、実施機関が法第７７条第３項の規定により本件補正の求め２

を行い、各請求対象者の本人確認情報提供状況を住基ネットから抽出す

るためには住民票コード又は４情報が必要なことを明示した上で、現住

所等の記載を求めたところ、審査請求人の本件補正回答２では現住所等

が回答されなかったことから、本件開示請求は、法第７７条第１項第２

号で規定する開示請求書に記載すべき「保有個人情報を特定するに足り

る事項」を記載したものとは言えない。 

    したがって、実施機関が本件開示請求に対し、形式上の不備があるも

のとして本件決定を行ったことは妥当である。 

（３）結論 

   以上のことから、「１ 審議会の結論」のとおり判断する。 

   なお、審査請求人のその他の主張は、本件決定の適否に関する審議会の

判断に影響を及ぼすものではない。 

 

６ 審議会の処理経過 

  審議会の処理経過は、次のとおりである。 

 

審 議 会 の 処 理 経 過 

年 月 日 処 理 内 容 

令和７年１１月 ７日 諮問書（弁明書の写しを含む。）の受理 

令和８年 １月１６日 反論書の写しの受理 

令和８年 ６月２５日 審議（令和８年度第３回第２部会） 

令和８年 ７月２３日 審議（令和８年度第４回第２部会） 

 

千葉県個人情報保護審議会第２部会 


